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まえがき 

近年，高速光通信システムの大容量化に伴い波長多重（DWDM）伝送システムが広く普及している。

DWDM 伝送システムに用いられる光源としては，一つのデバイスで発振波長を可変できる波長可変レー

ザが広く用いられている。市場調査の結果，DWDM 波長可変レーザに対する標準化のニーズが非常に強

い事が判明している。その一方で DWDM 波長可変レーザは原理・構造が各種各様であり仕様の統一化が

困難な状況である。 

これらの背景を考慮し，DWDM 波長可変レーザの詳細な特性に関する評価・測定方法に関して調査し

た。この技術資料（TP）は，原理・構造差による差分を考慮しつつその評価及び測定方法に関してまとめ

たものであり，DWDM 波長可変レーザに係わる技術の進歩に応じて，改訂するものである。 

 

この技術資料（TP）の一部が，技術的性質をもつ特許権，出願公開後の特許出願又は実用新案権に抵触

する可能性があることに注意を喚起する。一般財団法人光産業技術振興協会は，このような技術的性質を

もつ特許権，出願公開後の特許出願及び実用新案権に関わる確認について，責任はもたない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

この技術資料に関して，ご意見・情報がありましたら，下記連絡先にお寄せください。 

連絡先：一般財団法人光産業技術振興協会標準化室 

 

この技術資料は，一般財団法人光産業技術振興協会の標準に関する TP（技術資料）であ

る。TP（技術資料）は，規格になる前段階，標準化の技術的資料，規格を補足する などの

ために公表するものである。 
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光伝送用能動部品－試験及び測定方法－DWDM 伝

送用波長可変レーザモジュール 

Fiber optic active components and devices - Test and measurement 

procedures - : Wavelength tunable laser diode module for Dense WDM 

transmission 

 

1 適用範囲 

この TP（技術資料）は，DWDM 伝送用波長可変レーザモジュールに適用する。この TP の目的は DWDM

伝送用波長可変レーザモジュール（直接はんだ付け可能な電気端子を具備する光ファイバピグテイル形イ

ンタフェース）又はそれに制御回路を有する制御回路付きレーザモジュール（以下，波長可変レーザモジ

ュールと記載する）の性能の測定方法について規定するものである。 

 

2 適用範囲の具体例 

DWDM 伝送用波長可変レーザモジュールは図 1～図 4 に示した四つのタイプに大別される。このうち図

1 及び図 2 示した Type 1 及び Type 2 は半導体光増幅器（SOA：Semiconductor Optical Amplifier）が集積化

されたタイプであり，図 3 及び図 4 示した Type 3 及び Type 4 は SOA が集積化されていないタイプである。

SOA の集積の有無により測定方法が異なる場合があることに注意を要する。 

なお，この測定方法では規定の波長を得るためのレーザ素子端子間の規定の順電流 If（SOA が集積化さ

れている場合はそれに加えて SOA 素子順電流 ISOA）が予め与えられていることを前提としている。 

 

 
 

図 1－DBR 型 LD 方式の波長可変レーザモジュール構造図の例（Type 1） 
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図 2－アレイ型 LD 方式の波長可変レーザモジュール構造図の例－その 1（Type 2） 
 

 
 

図 3－アレイ型 LD 方式の波長可変レーザモジュール構造図の例－その 2（Type 3） 
 

 
 

図 4－外部共振器型 LD 方式の波長可変レーザモジュール構造図の例（Type 4） 
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3 引用規格 

次に掲げる規格は，この規格に引用されることによって，この規格の規定の一部を構成する。これらの

引用規格は，その最新版（追補を含む。）を適用する。 

OITDA/TP17/AD DWDM 伝送用波長可変レーザモジュール性能仕様テンプレート 

JIS C 5954 光伝送用能動部品－試験及び測定方法－第１部：総則 

JIS C 1102-1 直動式指示電気計器－第１部：定義及び共通する要求事項 

JIS C 0617 電気用図記号 

JIS C 61300-3-6 光伝送用受動部品試験方法 

 

4 用語及び定義並びに略号 

4.1 用語及び定義 

この規格で用いる主な用語及び定義は，次による。 

4.1.1 

動作温度，Top（Operating temperature） 

規定の電圧又は電流を加えたとき，動作が保証できる周囲温度又はケース温度。 

4.1.2 

発振周波数可変範囲（Tunable frequency range） 

チューニング可能な光周波数範囲。 

4.1.3 

光ファイバ端出力，Pf（Radiant power） 

光ファイバ端から取り出される光出力。発光素子自身の光出力から光ファイバとの結合損失及び光ファ

イバの伝送損失を差し引いたもの。 

4.1.4 

光ファイバ端出力変動量，ΔPf（Radiant power difference） 

光ファイバ端から取り出される光出力の，発振周波数及び駆動電源変動時（制御回路付きレーザモジュ

ールの場合）の変動量。 

4.1.5 

チャンネル間隔（Channel spacing） 

特性保証可能なグリッド間隔。 

4.1.6 

トラッキングエラー，Er1，Er2又は Er（Tracking error） 

半導体レーザモジュールに内蔵されているモニタ用フォトダイオードを用いて，自動出力制御

（Automatic Power Control：APC）動作状態において，規定の動作温度範囲で温度変化させたときに生じる

光出力の変動量。 

4.1.7 

発振周波数変動量（Delta lambda） 

発振周波数の動作温度及び駆動電源変動時（制御回路付きレーザモジュールの場合）の変動量。 

4.1.8 

サイドモード抑圧比，SMSR（Side-mode suppression ratio） 

レーザ発振が最強のモード（メインモード）と 2 番目に大きいモード（サイドモード）のパワーの比。 
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4.1.9 

相対強度雑音，RIN（Relative intensity noise） 

単位周波数当たりの光強度雑音と平均光出力との比。実際には，光のゆらぎがフォトダイオードなどの

受光素子や増幅器を用いて測定，算出されるため，規定の周波数において検出された雑音から受光素子の

ショット雑音及び増幅器の熱雑音を除き，半導体レーザの平均出力（一般には受光器の光電流で検出）及

び測定周波数帯域で除したものが対応する。 

4.1.10 

スペクトル幅，Δλw（Spectral radiation bandwidth） 

単一縦モード発振時のスペクトル線の広がり幅。スペクトルの最大値に対して，規定の値になるスペク

トル線の幅とし，通常周波数で表す。 

4.1.11 

偏波消光比，PER（Polarization maintain ratio） 

ファイバ出力光の TE 波と TM 波の光強度比。 

4.1.12 

光反射損失，x（Optical Return loss） 

ファイバ出力ポートへの入力光の反射率。 

4.1.13 

しきい値電流，Ith（Threshold current） 

誘導放出によるレーザ発振を開始する電流値。 

4.1.14 

しきい値光出力，Pth（Radiant power at threshold） 

しきい値における光出力値。 

4.1.15 

スロープ効率，ηd（Differential efficiency） 

動作電流での光ファイバ端出力と，しきい値電流又はしきい値電流よりも高く，かつ，動作電流よりも

十分低い電流での光ファイバ端出力について，これらの光出力差を電流差で除したもの。動作電流はレー

ザ部電流でも半導体光増幅部電流の何れでもよい。 

4.1.16 

動作電流，Iop（Operating current） 

規定の光出力を得るときの順電流値。 

4.1.17 

動作電圧，Vop（Operating voltage） 

規定の光出力を得るときの順電圧値。 

4.1.18 

モニタ用フォトダイオード出力電流，Im（Monitor current） 

モニタ用フォトダイオードの出力電流値。 

4.1.19 

モニタ用フォトダイオード暗電流，Id（Dark current of photodiode） 

半導体レーザモジュールを発光させないときにモニタ用フォトダイオードに流れる電流値。 
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4.1.20 

モニタ用フォトダイオード端子間容量，Ct（Photodiode capacitance） 

モニタ用フォトダイオードの端子間の容量。 

4.1.21 

電子冷却素子電流，IPE（TEC current） 

内蔵されている温度制御用電子冷却素子の電流値。 

4.1.22 

電子冷却素子電圧，VPE（TEC voltage） 

内蔵されている温度制御用電子冷却素子の電圧値。 

4.1.23 

波長検出部 FSR（Wavelength locker free spectrum range） 

波長ロッカに使用される周期性波長フィルタの繰り返し周期。通常，単位は GHz とする。 

4.1.24 

ターンオフ時の光出力 

制御回路付き波長可変レーザモジュールにおいて，シャットダウン時の光出力。 

 

4.2 略号 

この規格で用いる主な略号は，次による。 

SOA 半導体光増幅器（Semiconductor optical amplifier） 

DBR 分布反射型レーザ（Distributed Bragg Reflector） 

 

5 標準環境条件 

特に指定がない場合，測定及び試験は，JIS C 5954-1 の表 1 による。特別な環境条件が必要な場合には，

性能標準規格で規定することがある。 

なお，温度及び湿度の変動は，一連の測定中では最小限に維持する。 

 

6 測定機器，装置，図記号及び単位 

6.1 測定用電源 

直流電源は電圧変動が±0.5 %又は 10 mV 以下のいずれか大きい方を超えないものとし，交流電源は高

調波含有率 5 %以下のものとする。ただし，商用電源の場合，高調波含有率は 10 %以下とする。 

なお，特に交流出力を測定する試験では，直流電源のリプル含有率，交流電源の高調波含有率及び交流

の流れる直流電源回路の交流インピーダンスは，測定に影響を与えない小さい値とする。また，サージの

侵入は，十分な防護措置をとらなければならない。 

6.2 計器及び測定器 

特に規定がない場合，計器（メータ）は JIS C 1102-1 に規定する 0.5 級以上のものとし，測定器はこれ

と同等以上の確度をもつものとする。これらのインピーダンスは測定系への影響を無視できる値とする。 

6.3 光パワーメータ 

測定に使用する光パワーメータは，測定条件に該当する波長及びパワー範囲にて校正し，分解能は 0.1 dB

以下とする。 
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6.4 光スペクトラムアナライザ 

光スペクトラムアナライザは，光スペクトルを分散分光分析法によって測定できるものとする。波長分

解能は，測定する 50 nm の範囲において 0.1 nm よりも良いものとする。 

6.5 波長計 

波長計分解能は測定規格に対して十分精度が確保される必要がある。1 pm 以下である事を推奨する。 

6.6 図記号 

この TP で用いる図記号は，JIS C 0617 による。 

 

7 測定方法 

7.1 発振周波数可変範囲 

7.1.1 目的 

規定された状態での，波長可変レーザモジュールの発振周波数可変範囲を測定することを目的とする。 

7.1.2 測定系 

発振周波数可変範囲の測定は，図 5 に示す測定系による。 
 

 
 

図 5－発振周波数測定系 

 

7.1.3 測定方法 

波長可変レーザモジュールの発振周波数可変範囲の測定は，次の手順により実施する。 

a) 波長可変レーザモジュール又は制御回路付き波長可変レーザモジュールを最も低い（高い）発振周波

数の得られる規定の条件で駆動する。 

b) その光出力を，測定用光ファイバを介して波長計に接続する。 

c) その発振周波数と規定された最も低い（高い）周波数グリッド発振周波数の差を求める。 

7.1.4 個別規格に規定する項目 

波長可変レーザモジュールの発振周波数可変範囲の測定で，個別規格に規定する項目は，次による。 

a) 動作温度 

b) 波長可変レーザ駆動条件 

c) 波長計精度 
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d) 発振周波数可変範囲 

 

7.2 光ファイバ端出力（Pf） 

7.2.1 目的 

規定された状態での，光ピグテイル形波長可変レーザモジュールの光ファイバ端出力を測定することを

目的とする。 

7.2.2 測定系 

光ファイバ端出力測定は，図 6 に示す測定系による。 
 

 
 

図 6－波長可変レーザモジュールの光ファイバ端出力測定系 

7.2.3 測定方法 

波長可変レーザモジュールのレーザ素子端子間に規定の順電流 If（SOA が集積化されている場合はそれ

に加えて規定の SOA 素子順電流 ISOA）を流し，光ファイバから出る光ファイバ端出力 Pf を光パワーメー

タで測定する。 

7.2.4 個別規格に規定する項目 

光ピグテイル形波長可変レーザモジュールの光ファイバ端出力の測定で，個別規格に規定する項目は，

次による。 

a) 動作温度 

b) 波長可変レーザ駆動条件 

c) 光パワーメータ精度 

 

7.3 光ファイバ端出力変動量（ΔPf） 

7.3.1 目的 

規定された状態での，波長可変レーザモジュールの光ファイバ端出力変動量を測定することを目的とす

る。 

7.3.2 測定系 

光ファイバ端出力変動量（ΔPf）の測定は，図 6 に示す測定系によって次の方法で行う。 
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7.3.3 測定方法 

波長可変レーザモジュールのレーザの駆動条件などの設定を，任意の規定された周波数グリッドの設定

値に設定する。次の手順で光ファイバ端出力変動量を測定後，他の規定された波長において同様の測定を

繰り返し実施し，各周波数グリッドにおける光ファイバ端出力変動量を測定する。 

a) 波長可変レーザモジュールに規定の光ファイバ端出力 Pfを発生させる。 

b) 出力変動量を測定する。 

c) 制御回路付きレーザモジュールの場合は電源変動時の出力変動も測定する。 

7.3.4 個別規格に規定する項目 

波長可変レーザモジュールの光ファイバ端出力変動量の測定で，個別規格に規定する項目は，次による。 

a) 動作温度 

b) 波長可変レーザ駆動条件 

c) 光パワーメータ精度 

 

7.4 発振周波数精度 

7.4.1 目的 

規定された状態での，波長可変レーザモジュールの発振周波数の規定されたグリッドからのずれを測定

することを目的とする。 

7.4.2 測定系 

グリッドからのずれの測定は，図 5 に示す測定系による。 

7.4.3 測定方法 

a) 波長可変レーザモジュールをグリッド A にて発振させる。 

b) 規定されたグリッド A との発振周波数差を求める。 

7.4.4 個別規格に規定する項目 

波長可変レーザモジュールの発振周波数の規定されたグリッドからのずれの測定で，個別規格に規定す

る小目は，次による。 

a) 動作温度 

b) 波長可変レーザ駆動条件 

c) 波長計精度 

 

7.5 トラッキングエラー（T.E） 

7.5.1 目的 

規定された状態での，波長可変レーザモジュールのトラッキングエラーを測定することを目的とする。 

7.5.2 測定系 

トラッキングエラー（T.E）の測定は，図 6 に示す測定系による。 

7.5.3 測定方法 

JIS C 5945 光半導体伝送用レーザモジュール測定方法に規定する測定方法による。 

7.5.4 個別規格に規定する項目 

波長可変レーザモジュールのトラッキングエラーの測定で，個別に規定する項目は，次による。 

a) 動作温度 

b) 波長可変レーザ駆動条件 
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c) 光パワーメータ精度 

 

7.6 発振周波数変動量（Δn） 

7.6.1 目的 

波長可変レーザの発振周波数を測定し，規定された各周波数グリッドに対する，動作温度及び電源電圧

変動時（制御回路付きレーザモジュールの場合）の発振周波数の変動量を求める。 

7.6.2 測定系 

発振周波数変動量の測定は図 5 に規定された測定系よる。 

7.6.3 測定方法 

波長可変レーザモジュールのレーザの駆動条件などの設定を，任意の規定された周波数グリッドの設定

値に設定する。次に示す手順で発振周波数の変動量を測定後，他の規定された波長において同様の測定を

繰り返し実施し，各周波数グリッドにおける発振周波数の変動量を測定する。 

a) 波長可変レーザモジュール又は制御回路付き波長可変レーザモジュールを規定の条件で駆動する。 

b) その光出力を，測定用光ファイバを介して波長計に入力する。 

c) 動作温度変動時のその発振周波数と規定された周波数グリッド発振周波数の差を求める。 

d) 制御回路付きレーザモジュールについては，動作温度に加えて電源電圧変動時の発振周波数と規定さ

れたグリッド周波数の差を求める。 

7.6.4 個別規格に規定する項目 

波長可変レーザの，規定された各周波数グリッドに対する発振周波数の変動量の測定で，個別規格に規

定する項目は，次による。 

a) 動作温度 

b) 波長可変レーザ駆動条件 

c) 発振波長 

d) 波長計精度 

e) 電源電圧 

 

7.7 サイドモード抑圧比（SMSR） 

7.7.1 目的 

波長可変レーザモジュールの光スペクトルを測定し，サイドモード抑圧比を求める。 

7.7.2 測定系 

サイドモード抑圧比（SMSR）の測定は，図 7 に規定された測定系による。 
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図 7－サイドモード抑圧比測定系 
 

7.7.3 測定方法 

JIS C 5945 光半導体伝送用レーザモジュール測定方法に規定する測定方法による。 

7.7.4 個別規格に規定する項目 

波長可変レーザモジュールの光スペクトルの測定による，サイドモード抑圧比の測定で，個別規格に規

定する項目は，次による。 

a) 動作温度 

b) 波長可変レーザ駆動条件 

 

7.8 相対強度雑音（RIN） 

7.8.1 目的 

波長可変レーザモジュールの相対強度雑音を測定する。 

7.8.2 測定系 

相対強度雑音（RIN）の測定は，図 8 に示す測定系による。 
 

 

図 8－相対雑音強度の測定系 
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7.8.3 測定方法 

JIS C 5945 光半導体伝送用レーザモジュール測定方法による。 

7.8.4 個別規格に規定すべき項目 

波長可変レーザモジュールの相対強度雑音の測定で，個別規格に規定する項目は，次による。 

a) 動作温度 

b) 波長可変レーザ駆動条件 

 

7.9 スペクトル幅（Δλw） 

7.9.1 目的 

規定された状態での波長可変レーザモジュールのスペクトル線幅を測定することを目的とする。 

7.9.2 測定系 

スペクトル幅（Δλw）の測定系の例を図 9 に示す。 
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a) ホモダイン方式 

 
 

 
b) 自己遅延型ヘテロダイン方式 

 

図 9－スペクトル線幅の測定系 

 

7.9.3 測定方法 

図 9 a)は，被測定波長可変レーザモジュールの光を分岐することによるホモダイン方式，図 9 b)は自己

遅延型ヘテロダイン方式である。これらの方式により，電気的なスペクトラムアナライザ上の波形を観測

する。求めるスペクトル線幅はスペクトラムアナライザ上で観測される波形の規定のレベル低下した点で

の半幅（ホモダインの場合は得られる波形が片側部分だけであるのでその幅）に等しい。自己遅延型ヘテ

ロダイン方式の場合には，測定信号をローカル信号として用いることが可能であり，また測定信号の周波

数を音響光学周波数シフタなどによりシフトさせることにより，スペクトル全体の表示が可能となる。遅

延用ファイバの長さは，遅延線における遅延時間がコヒーレント時間より長くなるように設定する。また
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受光器及び回路は被測定レーザのスペクトル線幅に対応する周波数広がりに対し，十分広い帯域と平坦性

を持っていること，得られる波形に対し十分な SN 比が確保された状態で測定されること，光アイソレー

タを使用するなどによってレーザ素子に対する戻り光の影響を低くすること，接続にはシングルモードフ

ァイバを用いるよう注意する。また検出されるレベルは分岐後に合成される二つの光の偏光方向の一致の

程度に応じて高いレベルが得られるので，分岐されたどちらかの光の偏光方向を調節できることが望まし

い。半導体レーザのスペクトル線幅が狭く，スペクトラムアナライザの低域での性能が問題になる場合は，

音響工学素子などによる光周波数シフタを用いてビート信号の中心周波数を数十～数百 MHz に設定する

と良い。 

測定は，次の手順に従い実施する。 

a) 波長可変レーザモジュール又は制御回路付き波長可変レーザモジュールを規定の条件で駆動する。 

b) スペクトラムアナライザを所定の周波数範囲に設定する。自己遅延型ヘテロダイン方式の場合には中

心周波数が周波数シフタによりシフトすることに注意を要する。 

c) ピークパワーの周波数を測定する。 

d) ピークパワーから所望の dB ダウンにおける周波数を測定し，上で測定したピークパワーの周波数と

の周波数差 δを求める。 

7.9.4 個別規格に規定する項目 

波長可変レーザモジュールのスペクトル線幅の測定で，個別規格に規定する項目は，次による。 

a) 動作温度 

b) 波長可変レーザ駆動条件 

 

7.10 偏波消光比（PER） 

7.10.1 目的 

規定された状態での，波長可変レーザモジュールの偏波消光比を測定することを目的とする。 

7.10.2 測定系 

偏波消光比（PER）の測定は，図 10 に示す測定系による。 
 

 
 

図 10－偏波消光比測定系 
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7.10.3 測定方法 

波長可変レーザモジュールの偏波消光比の測定は，次の手順に従い実施する。 

a) 波長可変レーザモジュールに規定の光ファイバ端出力 Pf及び発振波長を発生させ，偏波消光比モニタ

に接続する。 

b) 光ファイバへの応力により偏波消光比は変動するため，偏波を調整することで最小の偏波消光比を記

録する。 

7.10.4. 個別規格に規定する項目 

波長可変レーザモジュールの偏波消光比の測定で，個別規格に規定する項目は，次による。 

a) 動作温度 

b) 波長可変レーザ駆動条件 

 

7.11 光反射損失 

7.11.1 目的 

波長可変レーザモジュールの光反射損失を測定することを目的とする。 

7.11.2 測定系 

光反射損失の測定は，JIS C 61300-3-6 による。 

7.11.3 測定方法 

光反射損失の測定は，JIS C 61300-3-6 による。 

7.11.4 個別規格に規定する項目 

波長可変レーザモジュールの光反射損失の測定で，個別規格に規定する項目は，次による。 

a) 動作温度 

b) 波長可変レーザ駆動条件 

 

7.12 レーザ動作電圧（Vop） 

7.12.1 目的 

規定された状態での，波長可変レーザモジュールのレーザ動作電圧を測定することを目的とする。 

7.12.2 測定系 

レーザ動作電圧（Vop）の測定は，図 11 に示す測定系による。 
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図 11－レーザ動作電流・電圧測定系 

 

7.12.3 測定方法 

波長可変レーザモジュールに規定の光ファイバ端出力 Pfを発生させ，そのときのレーザ動作電圧 Vopを

測定する。ただし，その測定は，1 kHz 以下の交流電源を用いてオシロスコープの画面上に電流－電圧波

形を描かす方法によってもよい。 

7.12.4 個別規格に規定する項目 

波長可変レーザモジュールのレーザ動作電圧の測定で，個別規格に規定する項目は，次による。 

a) 動作温度 Top 

b) 光ファイバ端出力 Pf 

c) レーザ電流 Iop及びパルス幅及びデューティサイクル 

d) 波長可変レーザ駆動条件 

 

7.13 レーザ動作電流（Iop） 

7.13.1 目的 

規定された状態での，波長可変レーザモジュールのレーザ動作電流を測定することを目的とする。 

7.13.2 測定系 

レーザ動作電流（Iop）の測定は，図 6 に示す測定系による。 

7.13.3 測定方法 

波長可変レーザモジュールに規定の光ファイバ端出力 Pf を発生させ，そのときのレーザ動作電流 Iop を

測定する。ただし，この測定は，1 kHz 以下の交流電源を用いてオシロスコープの画面上に電流－電圧波

形を描かす方法によってもよい。 

7.13.4 個別規格に規定する項目 

波長可変レーザモジュールのレーザ動作電流の測定で，個別規格に規定する項目は，次による。 

a) 動作温度 Top 

b) 光ファイバ端出力 Pf 

c) 順電圧 Vf及びパルス幅及びデューティサイクル 

d) 波長可変レーザ駆動条件 
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7.14 レーザ消費電力（P） 

7.14.1 目的 

規定された状態での，波長可変レーザモジュールのレーザ消費電力を測定することを目的とする。 

7.14.2 測定系 

レーザ消費電力（P）の測定は，図 6 及び図 11 に示す測定系による。 

7.14.3 測定方法 

波長可変レーザモジュールに規定の光ファイバ端出力 Pf を発生させ，そのときのレーザ動作電流 Iop 及

びレーザ動作電圧 Vopを測定する。ただし，この測定は，1 kHz 以下の交流電源を用いてオシロスコープの

画面上に電流— 電圧波形を描かす方法によってもよい。レーザ消費電力（P）を式(2)によって算出する。 

opop VIP   ············································································ (2) 

7.14.4 個別規格に規定する項目 

波長可変レーザモジュールで相当程度の電力消費があり，それに伴う接合部温度上昇が測定値に大きな

影響を与える場合には，次のいずれかの方法によって行い，その方法を明記する。 

a) 直流を用い，温度安定に達した後，測定する。ただし，温度安定に達しない場合は，規定の電流を流

し始めた後，定められた時間に測定する。 

b) パルスを用いるか，又は接合部温度上昇が無視できるような短い時間で測定する。パルスを用いると

きは，パルス幅及びデューティサイクルを明記する。 

 

7.15 モニタ用（波長検出用）フォトダイオード暗電流（Id） 

7.15.1 目的 

規定された状態での，波長可変レーザモジュールのモニタ用（波長検出用）フォトダイオード暗電流を

測定することを目的とする。 

7.15.2 測定系 

モニタ用（波長検出用）フォトダイオード暗電流（Id）の測定は，図 12 に示す測定系による。 

 

 
図 12－モニタ用（波長検出用）フォトダイオード出力測定系 
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7.15.3 測定方法 

供試波長可変レーザモジュールのレーザ素子の非発光状態にてモニタ用（波長検出用）フォトダイオー

ドの電極端子間に規定の電圧を印加し，そのときの暗電流を測定する。 

7.15.4 個別規格に規定する項目 

波長可変レーザモジュールのモニタ用フォトダイオード暗電流の測定で，個別規格に規定する項目は，

次による。 

a) 動作温度 

b) モニタ用（波長検出用）フォトダイオード逆電圧 

 

7.16 モニタ用（波長検出用）フォトダイオード出力電流（Im） 

7.16.1 目的 

規定された状態での，波長可変レーザモジュールのモニタ用（波長検出用）フォトダイオード出力電流

を測定することを目的とする。 

7.16.2 測定系 

モニタ用（波長検出用）フォトダイオード出力電流（Im）の測定は，図 12 に示す測定系による。 

7.16.3 測定方法 

供試波長可変レーザモジュールに規定の光ファイバ端出力 Pfを発生させ，そのときのモニタ用（波長検

出用）フォトダイオードに規定の逆電圧を印加したときの出力電流を測定する。 

7.16.4 個別規格に規定する項目 

波長可変レーザモジュールのモニタ用フォトダイオード出力電流の測定で，個別規格に規定する項目は，

次による。 

a) 動作温度 

b) 規定光出力 

c) 発振波長 

d) モニタ用（波長検出用）フォトダイオード逆電圧 

 

7.17 モニタ用（波長検出用）フォトダイオード端子間静電容量（Ct） 

7.17.1 目的 

規定された状態での，波長可変レーザモジュールのモニタ用（波長検出用）フォトダイオード端子間静

電容量を測定することを目的とする。 

7.17.2 測定系 

モニタ用（波長検出用）フォトダイオード端子間静電容量（Ct）の測定は，図 13 に示す測定系による。 
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図 13－端子間容量測定系 

 

7.17.3 測定方法 

供試波長可変レーザモジュールのレーザが非発光状態で，モニタ用（波長検出用）フォトダイオードに

規定の逆電圧を印加した後，電圧計を切り離し，交流ブリッジによってモニタ用フォトダイオード両端の

静電容量を測定する。この静電容量からモニタ用（波長検出用）フォトダイオードを取り除いたときの容

量値を際し引いた値を，端子間容量とする。 

注記 交流ブリッジは，測定確度を落とすことなくモニタ用（波長検出用）フォトダイオードに逆電

圧を印加できるものとし，試験信号電圧及び逆電圧に比べ十分小さな信号とする。 

ケース静電容量（Cc）が別に決まっている場合，接合容量（Cj）は，Cc=C1－Cj（C1は測定端子

間容量）として求める。 

7.17.4 個別規格に規定する項目 

波長可変レーザモジュールのモニタ用フォトダイオード端子間静電容量の測定で，個別規格に規定する

項目は，次による。 

a) 動作温度 

b) 逆電圧 

c) 測定周波数 

 

7.18 電子冷却素子電流（Ipe）及び電子冷却素子電圧（Vpe） 

7.18.1 目的 

規定された状態での，波長可変レーザモジュールの電子冷却素子電流及び電子冷却素子電圧を測定する

ことを目的とする。 

7.18.2 測定系 

電子冷却素子電流（Ipe）及び電子冷却素子電圧（Vpe）の測定は，図 14 に示す測定系による。 
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図 14－電子冷却素子電流及び電圧測定系 

 

7.18.3 測定方法 

波長可変レーザモジュールを規定の設定温度に調整後，規定の光ファイバ端出力 Pfを発生させたときの

電子冷却素子電流 Ipe及び電子冷却素子電圧 Vpeを測定する。 

また，複数の電子冷却素子を使用時は，使用する全ての？に対して何？を規定する。 

7.18.4 個別規格に規定する項目 

波長可変レーザモジュールの電子冷却素子電流及び電子冷却素子電圧の測定で，個別規格に規定する項

目は，次による。 

a) 動作温度 

b) 波長可変レーザ駆動条件 

c) 測定周波数 

d) ファイバ端光出力 

 

7.19 波長検出部 FSR（FSR） 

7.19.1 目的 

波長検出部に周期性フィルタを使用している場合，波長検出部出力 FSR を測定することを目的とする。 

7.19.2 測定系 

波長検出部 FSR の測定は，図 15 に示す測定系による。 
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図 15－波長検出部特性測定系 

 

7.19.3 測定方法 

波長可変レーザモジュールに規定の光ファイバ端出力 Pfを発生させ，モニタ用フォトダイオード出力が

一定になる条件のもと，波長可変レーザの発振周波数をスイープさせる。 

波長検出用フォトダイオード出力をモニタした際の隣接するピーク間の周波数差を求める。その際，n

ケのピーク間周波数差を求め，n で除算した平均値を測定値としてもよい。 

7.19.4 個別規格に規定する項目 

波長検出部出力 FSR の測定で，個別規格に規定する項目は，次による。 

a) ファイバ端光出力 

b) 発振周波数 

c) 波長可変レーザ駆動条件 

 

7.20 波長検出用フォトダイオード出力電流の周波数微分係数 

7.20.1 目的 

波長可変レーザモジュールに搭載された検出用フォトダイードの出力電流の周波数微分係数を測定する

ことを目的とする。 

7.20.2 測定系 

波長検出用フォトダイオード出力流の周波数微分係数の測定は，図 12 に示す測定系による。 

7.20.3 測定方法 

波長可変レーザモジュールに規定の光ファイバ端出力 Pfを発生させ，モニタ用フォトダイオード出力が

一定になる条件のもと，波長可変レーザの発振周波数をスイープさせ，ロック周波数における波長検出用

フォトダイオードの出力の周波数微分係数を測定する。 
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7.20.4 個別規格に規定する項目 

波長可変レーザモジュールに搭載された検出用フォトダイードの出力電流の周波数微分係数の測定で，

個別規格に規定する項目は，次による。 

a) ファイバ端光出力 

b) 発振周波数 

 

7.21 ターンオフ時光出力 

7.21.1 目的 

光出力シャットダウン時の，制御回路付き波長可変レーザモジュールの光ファイバ端出力を測定するこ

とを目的とする。 

7.21.2 測定系 

光ファイバ端出力測定は，図 16 に示す測定系による。 
 

 
 

図 16－制御回路付き波長可変レーザモジュールの光ファイバ出力特性測定系 
 

7.21.3 測定方法 

波長可変レーザモジュールのレーザ光出力をシャットダウンの設定とした状態で，光ファイバから出る

光ファイバ端出力 Pfを光パワーメータで測定する。シャットダウンの方法としては，適用範囲の具体例で

示した各方式に応じ，SOA が搭載されている場合には SOA の駆動電流を，SOA が搭載されていない場合

には波長可変レーザ（利得部）の駆動電流をシャットダウンすることにより行う。シャットダウンは他の

方式を用いることも可能である。 

7.21.4 個別規格に規定する項目 

制御回路付き仕様に規定する項目は，次による。 

a) 動作温度 

b) 波長可変レーザ駆動条件 

c) 光パワーメータ精度 
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7.22 周波数チューニング時の光出力 

7.22.1 目的 

周波数チューニング時の，制御回路付き波長可変レーザモジュールの光ファイバ端出力を測定すること

を目的とする。 

7.22.2 測定系 

光ファイバ端出力測定は，図 17 に示す測定系による。 
 

 
 

 
 

図 17－制御回路付き波長可変レーザモジュール周波数チューニング時の光ファイバ出力測定系 

 

7.22.3 測定方法 

波長可変レーザモジュールの周波数をチューニングし，チューニング状態で，光ファイバから出る光フ

ァイバ端出力 Pfを光パワーメータで測定する。光出力の変化がパワーメータの応答時間より早いなどの理

由により測定が困難な場合は，オシロスコープを用いて測定を行う。 
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7.22.4 個別規格に規定する項目 

制御回路付き仕様に規定する項目は，次による。 

a) 動作温度 

b) 波長可変レーザ駆動条件 

c) 光パワーメータ精度 

 

7.23 周波数チューニング時間 

7.23.1 目的 

制御回路付き波長可変レーザモジュールの周波数チューニング時間を測定することを目的とする。 

7.23.2. 測定系 

周波数チューニング時間の測定は，図 18～図 20 に示す測定系による。 

 
 

 
 

図 18－制御回路付き波長可変レーザモジュール発振周波数変動量測定系-その 1 

 

 
図 19－制御回路付き波長可変レーザモジュール発振周波数変動量測定系-その 2 

 



24 
TP 18/AD：2014 

 

 

 
図 20－制御回路付き波長可変レーザモジュール発振周波数変動量測定系-その 3 

 

7.23.3 測定方法 

波長可変レーザモジュールの周波数をあるグリッドから別のグリッドにチューニングし，そのときのチ

ューニングに要する時間を波長計やオシロスコープを用いて測定する。チューニングに要する時間が測定

器の応答時間に比較して長い場合には図 18 に示す測定系を用い，チャネル設定を変更してから許容変動量

以内に収束した時間を測定する。 

チューニングに要する時間が短く，図 18 による時間の測定が困難な場合には，図 19 及び図 20 に示す測

定系により，干渉計や光フィルタを用いてそれらを通過後の光出力の変動をモニタしてチューニングに要

する時間を測定する（図 21）。その際，ファイバ端光出力（Pf）の変動による測定への影響を避けるため，

観測する光出力はいったん分岐した光の出力（P0）で規格化する。図 19 で用いる位相シフタの調整パラメ

ータは，図 22 に示すように目標とする波長近傍でのファイバ端光出力（Pf）の変動が最大となるように設

定する。また，図 20 で用いる光フィルタは，目標とする波長近傍で透過特性の波長依存性が安定して得ら

れるものを用いる必要がある。さらに，図 23 に示すように，光フィルタの中心波長（λC）は，目標とする

波長近傍での透過率の変動が最大となるように設定する。図 19 及び図 20 に示す測定系によりチャネル A

からチャネル B への周波数チューニング時間を測定する場合，次の手順で行う。 

a) 波長が校正された周波数可変光源をチャネル B の波長に設定し，測定系に接続する。このときの Pf/Po

（図 21 の Pf/Po）を記録する。 

b) 周波数可変光源を発振周波数変動量に規定された波長だけシフトし，このときに得られた Pf/Po（図

21 の許容変動量）の変化分を記録する。 

c) 波長可変レーザモジュールを接続し，チャネル A に設定する。 

d) 波長可変レーザモジュールの設定をチャネル B に変更し，チャネル設定を変更した時間を t=0 として

b)で得られた許容変動量以内に収束した時間（T）を測定する。オシロスコープのトリガとしてはチャ

ネル設定信号を用いる。 
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図 21－制御回路付き波長可変レーザモジュール発振周波数変動量測定系-その 3 

 
 

 
 

図 22－図 19 中の位相シフタの調整パラメータ設定 

 

 
 

図 23－図 20 中の光フィルタの中心波長設定 
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7.23.4 個別規格に規定する項目 

制御回路付き仕様に規定する項目は，次による。 

a) 測定チャネルの選定 

設定可能なチャネルの全ての組み合わせを測定することに代えて，波長可変レーザの方式や設定条

件から適切なチャネルを選定することにより周波数チューニング時間の最大値を測定することもでき

る。例えば，レーザ素子動作温度による波長可変方式の場合，最高動作モジュール温度環境での最高

レーザ素子温度となるチャネルから最低レーザ素子温度となるチャネルへのチューニングに最も長い

時間を要することがある。 

b) 動作温度 

チューニングに最も長い時間を要する動作温度。 
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OITDA/TP 18/AD：2014 

 

光伝送用能動部品－試験及び測定方法－ 

DWDM 伝送用波長可変レーザモジュール 

解  説 

この解説は，本体に記載した事柄，並びにこれらに関連した事柄を説明するもので，技術資料（TP）の

一部ではない。また，この技術資料は，将来の標準化を目的として，本体及び解説を規格原案の体裁で作

成しており，規格になる前段階のものである。 

 

1 制定の趣旨 

この TP は，光通信用の光源として使用される DWDM 伝送用波長可変レーザモジュールの性能の測定方

法について定めたものである。これまで，波長可変レーザモジュールの測定方法に関連する JIS として，

JIS C 5945（光伝送用波長可変レーザモジュール測定方法）が存在した。この規格はアナログ光伝送用の

信号源やデジタル光伝送用の信号源などとして用いられる波長可変レーザモジュール全体を包括した規格

になっていたが，近年 DWMD 伝送用に採用が進められている DWDM 伝送用波長可変レーザモジュール

に関しては，波長可変の機能に特有の測定項目が存在し，その測定方法に関する明確な規定がされておら

ず，DWDM 伝送用波長可変レーザモジュールの製造者ごとに異なる方法で測定が行われている状況であ

った。このような状況を踏まえ，DWDM 伝送用波長可変レーザモジュールに対する新規規格制定のため，

素案の検討を 2008 年より開始した。その後の活動において，“DWDM 伝送用波長可変レーザモジュール

の性能仕様テンプレート”及び“DWDM 伝送用波長可変レーザモジュール測定方法”の素案の作り直し

を行ってきた。 

 

2 制定の経緯 

この規格素案の作成及び審議にあたっては，1996 年に発行された JIS C 5945 との整合性を考慮した。

2008 年度に“電気光学的特性（性能標準）”及び“試験及び測定方法”の標準化を目指して標準に関する

アンケートを実施し，標準化に向けた素案作成に着手した。更に 2012 年度には作成した素案に関して国内

関連団体を対象にしてアンケート調査を行い，その結果を反映する事にも配慮した。 

 

3 審議中に問題となった事項 

現在市販されている波長可変レーザの原理・構造は各社各様であるがゆえ，原理・構造の違いの場合分

けをして測定方法を規定する必要がある。そこでチューナブル LD の駆動原理を四つにカテゴライズし，

適用範囲でその説明を行うことで原理毎に異なる駆動方法について定義を行った。また，各構成における

測定方法についても，駆動方法の違いを検討し素案への反映を行った。 

 

4 適用範囲 

DWDM 伝送用波長可変レーザモジュール及び制御回路付きレーザモジュール（直接はんだ付け可能な

電気端子を具備する光ファイバピグテイル形インタフェース又はそれに制御回路を有する制御回路付きレ
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ーザモジュール）とした。 

 

5 規定項目の内容 

5.1 測定方法（箇条 7） 

基本的に JIS C 5945 の内容に従った。それに加え，波長可変レーザモジュールに特有な測定方法の項目

を新たに加えた。具体的には発振周波数可変範囲，周波数チューニング時の光出力及び周波数チューニン

グ時間である。また波長可変レーザの原理・構造により測定方法に違いがある場合は，その違いを明記し

た。また既存のスペクトル線幅の測定方法は，線幅が光スペクトラムアナライザの分解能よりも大きいこ

とが想定されており，本測定方法の適用範囲である波長可変レーザモジュールの測定には適さない。この

ため 7.9 に狭線幅を有する波長可変レーザモジュールに適したホモダイン方式及び自己遅延型ヘテロダイ

ン方式による測定方法を記述した。 

 

6 原案作成委員会の構成表 

この TP（技術資料）は，次に示す原案作成委員会において 2007 年度から検討を開始し，2013 年度末ま

でに原案を取纏め，審議した。 

 

光能動部品標準化委員会 構成表 （2008 年度～2013 年度） 

 氏名 所属 

（委員長）  吉 田 淳 一 千歳科学技術大学 
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この OITDA 規格の TP（技術資料）は，一般財団法人光産業技術振興協会

光能動部品標準化委員会で審議・取纏めたものである。 
この資料についてのご意見又はご質問は，下記にご連絡ください。 
 

TP（技術資料）： 
 

光伝送用能動部品－試験及び測定方法－DWDM 伝送用波長可変

レーザモジュール 

（Fiber optic active components and devices – Test and 

measurement procedures – Wavelength tunable laser diode 

module for Dense WDM transmission） 

 
 

TP 番号：OITDA/TP 18/AD：2014 第 1 版 

 
第 1 版 公表日：2014 年 3 月 31 日 

 

 

発行者：一般財団法人光産業技術振興協会 
住所：〒112-0014 東京都文京区関口 1-20-10 

住友江戸川橋駅前ビル 7F 

電話：03-5225-6431 FAX：03-5225-6435 

 

禁無断転載


